
株式会社 まちづくり川越（R６．９．２７ 実施監査）

　　　　　　　　　　　チェック事項

　所属名

措置状況

措置状況の報告（意見）　　

事業報告書について

株式会社
　まちづくり川越

意　見

・前回、川越市産業観光館の管理に関する協定書第２５条第１項に規定する
事業報告書が、協定書で定められた期日を過ぎて提出されていた件について
は、今回も措置されていなかった。

　協定書等にのっとり、適正に事務処理をすること。

・川越市産業観光館の管理に関する協定書（令和６年３月２９日締結）第２５条
第１項について、川越市との協議により、事業報告書の提出期日に係る記載
内容を見直す措置を講じた。また、管理運営基準についても、事業報告書の
提出期日に係る記載内容を見直す措置を講じた。

○変更前
第２５条　乙は、会計年度終了後６０日以内に、地方自治法第２４４条の２第７
項に規定する事業報告書を甲に提出しなければならない。
○変更後
第２５条　乙は、当該会計年度の翌年度の５月末までに、地方自治法第２４４
条の２第７項に規定する事業報告書を甲に提出しなければならない。



株式会社 まちづくり川越（R６．９．２７ 実施監査）

　　　　　　　　　　　チェック事項

　所属名

措置状況

措置状況の報告（意見）　　

産業振興課

意　見

事業報告書について

・前回、川越市産業観光館の管理に関する協定書第２５条第１項に規定する
事業報告書が、協定書で定められた期日を過ぎて提出されていた件について
は、今回も措置されていなかった。

　協定書等にのっとり、適正に事務処理をすること。

・川越市産業観光館の管理に関する協定書（令和６年３月２９日締結）第２５条
第１項について、指定管理者である株式会社まちづくり川越との協議により、
事業報告書の提出期日に係る記載内容を見直す措置を講じた。また、管理運
営基準についても、事業報告書の提出期日に係る記載内容を見直す措置を
講じた。

○変更前
第２５条　乙は、会計年度終了後６０日以内に、地方自治法第２４４条の２第７
項に規定する事業報告書を甲に提出しなければならない。
○変更後
第２５条　乙は、当該会計年度の翌年度の５月末までに、地方自治法第２４４
条の２第７項に規定する事業報告書を甲に提出しなければならない。


